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① 障がい者への理解促進
【現状】
○障がい者施策に関する情報やお知らせなどを市報や市のホームページなどに掲載し、障がいのある人だけでなく広く一般の市民にも提供しています。差別解消法の講演会やイベント時の啓発活動など、地域住民への理解の促進を図っています。
○地域活動に参加する場、自己成果の発表の場、あるいは障がいのある人とない人、また障がいのある人相互の理解と交流の場として、「障がい者作品展」や「障がい者運動会」を実施しています。
○地域での障がいのある人への理解を促進し、緊急時・災害時または日常の中で困ったときに手助け（支援）を受けやすくするために、東京都が作成している「ヘルプマーク」との周知を図るとともに、市が独自に作成している「ヘルプカード」の取組を、の周知を図るために、各種イベントや防災訓練等で理解啓発を行っています。推進しています。
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ヘルプカード小平市様式
（平成26年３月作成）


○たいよう福祉センターやあおぞら福祉センターなどが開催するイベントを通じて、障がいに対する市民の理解と共感を深め、交流の輪を広げています。また、市内企業・関係団体が主催するイベントなどの後援を行うことにより、連携を深めています。
○平成28（2016）年４月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、市職員、事業者等への研修を実施し、法の趣旨の理解促進に努めるとともに、福祉バザーなどのイベントにおいて市民への啓発に努めています。
○市の公共施設に、「身体障害者補助犬シール」を貼付し、視覚障がい者が安心して身体障がい者補助犬を連れて利用できるように配慮しています。

＜課題＞
・障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を送るために、地域における障がいに対する理解促進を図る活動や地域住民と交流する機会のさらなる充実が必要です。
・発達障がいや高次脳機能障がいに関する理解促進のための啓発活動等を行っていますが、引き続き、理解が不十分なため、保育・教育関係者をはじめ市民にも正しい理解を広げていく必要があります。
・難病や内部障がいなど、外見からはわかりづらい疾病や障がいに対する理解啓発のさらなる推進が求められています。
・広報・啓発活動が一貫性を持って行われるよう、担当部局と関係機関が連携し、地域自立支援協議会の意見も踏まえながら、障がいのある人の立場に立った理解の促進を図る必要があります。
・共生社会の実現に向けて、障がいを理由とする差別の解消について市民の関心と理解を深め、差別の解消を妨げている諸要因の解消を図る取組を進めていく必要があります。
・障がいのある人やその家族において「日常生活上、差別や偏見、疎外感がある」との意識があり、障がいへの理解や社会参加がまだ十分ではありません。また、障がいのある人への社会参加を促すためには、地域での関係づくりと、多様なアプローチが必要とされています。
・たいよう福祉センター、あおぞら福祉センターと地域が連携するイベント、障がい者団体活動による防災訓練や小学校に対する障がい者への理解促進の取組、市役所での障がい施設の製品販売などにより、障がいに対する理解が深まっていますが、さらに多くの人に周知を図ることが求められています。

② 生活支援の推進
【現状】
○安心して住み慣れた地域で暮らすことを希望する人のために、グループホームの整備を計画的に進めています。
○地域自立支援協議会を運営し、困難事例に対する検討会議の開催、障がい者福祉計画・障害福祉計画の進行管理、地域の関係機関とのネットワークの構築、中立・公正な相談支援機能の向上を図っています。
○障がいのある人が地域での生活を送れるよう、各種サービス（障害福祉サービス、手当など）を提供し、地域での生活を支援しています。
○地域移行の取組として、「地域移行支援」・「地域定着支援」の地域相談支援を実施するほか、市の事業として、宿泊体験を行う「障がい者自立体験事業」や、民間賃貸住宅への入居のための相談や保証人がいない場合に保証会社を紹介する「障がい者居住支援の推進事業」を実施しています。

＜課題＞
・障がいのある人が地域のサポートを受けながら自立した生活を送るために必要なグループホームのさらなる整備と、障がいサービス事業所の職員の安定雇用など、住居・居住の場の確保に努める必要があります。
・障がいのある人の数が年々増加していることや、地域での暮らしを希望する人も増加傾向にあり、本人と介護者の高齢化などへの対応を含め、個々の状況や地域の実情に応じたサービスの提供体制の整備とサービスの必要量の確保を図っていく必要があります。
・障がいのある人の地域生活を、年齢やライフステージによる切れ目がないように支援し、一人ひとりが安定した生活を送れるよう、総合的な相談支援体制の強化を図る必要があります。また、地域では、保健師等の専門職による訪問相談、ピアサポーター等の身近な支援者による相談支援、発達障がい等の障がいの特性に応じた専門相談が求められています。
・地域移行の推進については、地域移行のニーズ把握、地域における支援体制を整備するための関係者との連携、生活の場の確保等にさらに努める必要があります。
・障害福祉サービス等に従事する人材が不足傾向にあるため、質の高い人材の安定的な確保と育成が求められています。
・学齢期は放課後の居場所として放課後等デイサービスがあるのに対し、青年期・成人期の障がいのある人が、日中活動や就労の後に集団活動や交流ができる場所が少ないため、整備を進めていく必要があります。
・医療的ケアに対応できる生活介護などの日中活動の場が不足しています。

③ 生活環境の整備
【現状】
○市内の障壁(バリア)を解消するため、「福祉のまちづくり推進計画」に基づき、市内にある公共施設、一定規模以上の建築物のバリアフリー化、誰もが安心して利用できる歩行空間の確保や歩車道の段差改良などの整備を進めています。
○火災報知器、緊救急通報システムの助成を行い、防災に関する支援をしています。また、障がい関連施設において防災訓練を実施し、防災意識の啓発に努めています。
○「避難行動要支援者登録名簿」の作成や救急医療情報キットの配付など、災害時等対策の強化を図っています。また、身近な地域で災害時等の対応を行っていくために、名簿の提供について市と協定を締結している自治会も増えています。

＜課題＞
・障がいのある人が安心して地域生活を送るために、緊急時・災害時等の支援体制の整備が求められています。
・東日本大震災や熊本地震の経験を踏まえ、また、近年頻繁に起こる台風などの自然災害に備えて、障がい特性に配慮した災害時における対策を図る必要があります。地域住民や地域に関係する団体等との連携や顔の見える関係の再構築が求められています。
・誰もが暮らしやすい地域づくりのため、ユニバーサルデザインのまちづくりのさらなる推進を図っていく必要があります。
・新型コロナウイルス感染症予防による障害者支援施設への通所日数の減少により、生活リズムが変わり体力低下などが見られます。新しい生活様式に対応した生活環境の整備が必要です。

④ 教育・発達支援の充実
【現状】
○令和３（2021）年３月に『小平市特別支援教育総合推進計画 前期計画』を策定し、保護者や関係機関との連携を図りながら特別な支援を必要とする乳幼児、児童・生徒への支援を行います。
○白梅学園大学と連携を図りながら、障がい児に関する療育支援事業を実施し、地域における発達障がいの理解促進、啓発を行っています。
○市内の保育園、幼稚園等に言語聴覚士、臨床発達心理士等の相談員を派遣する「巡回相談事業」を行っています。
○たいよう福祉センター・あおぞら福祉センターにおいて言語相談・訓練を行い、早期療育に努めています。
〇未就学の障がい児や療育の必要性が認められた児童を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技術の習得及び集団生活への適応訓練を行う「児童発達支援」を行っています。
〇障がいや特別な配慮が必要な子どもの社会的な自立や発達・成長を促すため、「放課後等デイサービス」、「行動援護」、「移動支援」を行っています。

＜課題＞
・一人ひとりへの支援がライフステージ(入学、卒業、就職など)で途切れることのないよう、組織の体制の検討を含めた一貫したさらなる支援体制の充実が課題です。教育委員会や他の関係部署・機関と連携を図っていく必要があります。
・療育支援については、保護者や学校等の関係者などへの障がいに対する理解の浸透を図るとともに、関係機関、団体などとの連携により、地域に根ざした活動を発展させていく必要があります。
・発達が気になる子どもに対する早期からの専門的対応と、保護者への相談支援が必要とされており、相談支援拠点の設置が必要です。
・発達障がいなど特別な配慮が必要な子どもが増えているため、専門性を有する職員を配置した療育機関などの受入体制の拡充・整備が求められています。
・障がいや特別な配慮が必要な子どもの社会的な自立や発達・成長を促すため、家庭や学校以外の放課後・余暇活動の場のさらなる充実を図る必要があります。




⑤ 雇用・就労の拡大
【現状】
○障がいのある人の一般就労を促進していくためには、企業は障がいのある人の障がい特性や実態を、市や事業所は企業のニーズや実情を把握する必要があり、相互の連携が重要です。また、心身の状況から一般就労が困難な人には、福祉的就労の場を確保し、行政と市内就労施設等との連携により、工賃水準の向上が求められています。
○平成19（2007）年５月に就労・生活支援センターほっとを開設し、障がいのある人の適性と能力に応じて一般就労を促進するため、相談や職場定着事業などの就労支援等を行い、自立と社会参加を応援しています。
○市役所などにおいて職場実習を行うなど、就労に向けた体験の機会を提供し、就労支援を行っています。
○法定雇用率については平成30（2018）年４月から引き上げられ、精神障がいのある人が雇用率の算定の対象となったことから、障がい者の雇用についての需要は高まっています。
〇一般就労へ移行した方の職場定着を図るため、事業主等との連絡調整や課題に関する助言を行う「就労定着支援」の利用が伸びています。

＜課題＞
・生活上の心配ごととして「お金のこと」、「就労や仕事のこと」が多いことから、障がいのある人を雇用する企業の啓発や福祉的就労の場の提供が必要です。
・仕事、就労での困りごととして「職場の人間関係が難しい」、「障がいへの理解がない」が多いことから、企業等に障がいへの理解と協力を求めていく必要があります。
・障がいのある人の企業での就労が増加するなかで、「ジョブコーチ」などの就労定着支援、職場訪問など、継続的な支援の充実が求められています。
・市役所における障がいのある人の雇用促進は図られていますが、雇用率のさらなる向上と知的障がいや精神障がいのある人の雇用が求められています。
・平成25（2013）年４月から障害者優先調達推進法が施行され、小平市においても「小平市障がい者就労施設等からの物品・役務の調達方針」に基づき、障がい者就労施設等が供給する物品等への需要の増進を図り、福祉的就労への側面支援等に努めていく必要があります。
⑥ 保健・医療の充実
【現状】
○乳幼児期の各期における健康診査を行い、障がいの疑いのある乳幼児の早期発見と相談・指導を実施し、必要に応じて関係機関と連携し早期支援に努めています。
○健診時における心理発達相談の充実に努めています。
○各種医療費助成制度を通じて、障がいのある人の医療サービス利用を支援しています。

＜課題＞
・コーディネーターを中心に保健、医療、福祉、教育の連携と一貫した支援を図る必要があります。
・成人への健康診査・がん検診の受診を促し、障がいの原因となる生活習慣病等の早期発見、早期治療がより必要となっています。
・難病等の人からは、医療等の困りごととして「医療費の負担が大きい」、「専門的な治療を行っている医療機関が近くにない・探しにくい」、が挙げられ、課題がうかがえます。
・精神障がいの発症の急性期に、本人の病識がないため家族が医療につなげるのに多くの困難に直面しているケースや、精神面の課題から本人が受診しないで地域との関係が断絶した状態で自宅に引きこもるなど、支援が行き届かない事例が増加しています。

⑦ 情報提供とコミュニケーション支援の充実
【現状】
○通知、広報などには音声コードやルビを付けて情報提供するよう取り組んでいます。
○毎月第一、第三火曜日に健康福祉事務センターに手話通訳者を配置し、聴覚障がい者が市の手続等を行う際に円滑に進むよう支援を行っています。
○小平市ホームページを利用している人が、心身の条件や利用する環境に関係なくホームページ等で提供されている情報や機能に支障なくアクセスし、利用できる環境を構築しています。
○市の地域自立支援協議会の情報部会では、障がいのある人の日常生活を応援する情報誌『お～えん』を発行するなど、情報支援について取り組んでいます。　
○市の窓口に、職員が筆談できることを示す「耳マーク」を設置し、聴覚障がい者の支援を行っています。

＜課題＞
・緊急時および平常時の、障がい特性に対応した様々な方法での情報発信とコミュニケーション支援の充実がより一層求められています。
・福祉関連情報の入手に際し困ることについて、アンケート調査で「どこに情報があるかわからないこと」という回答が多いことから、障がい福祉制度・施策が大きく変わったことを踏まえ、これらの情報をさらにわかりやすく提供していく必要があります。
・手話通訳や要約筆記といった意思疎通支援のみではなく、知的障がいや言語障がいなど、相手に自分の意思を伝えたりすることや、相手方がその意思を読み取ることが難しい人への取組が求められています。

 
 
 
 
 
施策の柱の現状と課題

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
障がい者

【現状】
・バリアフリーの推進
・災害時対策の強化

【課題】
・障がい特性に配慮した
災害対策
・ユニバーサルデザインの
まちづくりの浸透

生活環境の整備


【現状】
・特別な支援を要する児童等に
対する支援
・発達障がいに対する理解促進、啓発

【課題】
・乳幼児期から学校卒業後までの一貫した支援の確保
・関係機関等との連携による
地域に根ざした活動の発展

教育・発達支援の充実


【現状】
・就労・生活支援センターほっとを中心とした就労支援
・就労体験の機会の提供

【課題】
・企業開拓や福祉的就労の場の
提供
・継続的な支援の充実

雇用・就労の拡大


【現状】
・保育園等での巡回相談等
による早期支援
・心理発達相談の充実

【課題】
・保健、医療、福祉、教育の連携と一貫した支援


保健・医療の充実


【現状】
・手話通訳者の健康福祉事務センター配置
・情報のバリアフリーの推進

【課題】
・障がい特性に配慮した情報提供
情報提供とコミュニケーション
支援の充実


【現状】
・幅広い広報
・相互理解と交流の場の提供

【課題】
・障がいに対する理解不足の解消
・障がい者の立場に立った理解促進
障がい者への理解促進


【現状】
・グループホーム等の整備
・相談支援機能の向上

【課題】
・居住の場の確保
・相談支援体制の強化
・状況に応じたサービス量
の確保

生活支援の推進
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